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議案第77号 

 

令和８年度丹波市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 令和８年度丹波市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（収益的収入及び支出の補正） 

第２条 令和８年度丹波市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のと

おり補正する。 

支 出 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 水道事業費用 2,530,000千円 △1,220千円 2,528,780千円 

第１項 営業費用 2,402,000千円 △1,220千円 2,400,780千円 

（資本的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正し、同条本文括弧書き「（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額705,000千円は、過年度分損益勘定留保資金643,956千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額61,044千円で補てんするものとする。）」を「（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額704,370千円は、

過年度分損益勘定留保資金643,319千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額61,051千円で補てんするものと

する。）」に改める。 

支 出 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的支出 1,560,000千円 △630千円 1,559,370千円 

第１項 建設改良費 802,000千円 △630千円 801,370千円 
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（債務負担行為の補正） 

第４条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を次のとおり補正する。 

 追 加 

事  項 期  間 限 度 額 

水道施設監視装置改修工事 
令和９年度から 

令和11年度まで 
401,000千円 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正） 

第５条 予算第８条第１号中「131,855千円」を「130,005千円」に改める。 

 

令和８年８月28日提出 

 

丹波市長  林  時彦    
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令 和 ８ 年 度 

 

丹波市水道事業会計 

 

補正予算（第１号）に関する説明書 

 

 

 



  



令和８年度　丹波市水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

（支出）

金　額

１ 水道事業費用 2,530,000 △1,220 2,528,780

１ 営業費用 2,402,000 △1,220 2,400,780

４ 総係費 211,000 △1,220 209,780 給料 △106 給料 △106

手当 △203 扶養手当 372

住居手当 △539

通勤手当 107

時間外勤務手当 △7

期末手当 △224

勤勉手当 △162

児童手当 240

地域手当 10

法定福利費 △911 共済組合負担金 △880

公務災害補償基金負担金 △15

互助会負担金 △1

退職手当組合負担金 △15

説　　　　明

収益的収入及び支出

（単位：千円）

款　　項 目 既決予定額
節

区　　分
補正予定額 計
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（支出） （単位：千円）

金　額

１ 資本的支出 1,560,000 △630 1,559,370

１ 建設改良費 802,000 △630 801,370

1 営業設備費 60,400 △630 59,770 給料 △49 給料 △49

手当 49 扶養手当 150

通勤手当 79

時間外勤務手当 △5

期末手当 △193

勤勉手当 △106

児童手当 120

地域手当 4

法定福利費 △630 共済組合負担金 △354

公務災害補償基金負担金 △1

退職手当組合負担金 △230

社会保険料 △46

雇用保険料 1

資本的収入及び支出

款　　項 目 既決予定額
節

区　　分
補正予定額 計 説　　　　明
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給 与 費 明 細 書 

 

 

 

 



  



特別職 報　　酬 手　　当 計

9 14 （ 1 ） 351 47,242 104,206

9 14 （ 1 ） 351 47,396 104,515

0 0 （ 0 ） 0 △ 154 △ 309

（ ）内は再任用短時間勤務職員及びパートタイムの会計年度任用職員を外書

区 分
地 域
手 当

扶 養
手 当

期 末
手 当

管 理 職
手 当

特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手 当

管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手 当

休日勤務
手 当

児 童
手 当

特定任 期付
職員業績手当

手当の 補 正 後 2,384 1,776 12,319 1,200 15,057 36 1,560

内 訳 補 正 前 2,370 1,254 12,736 1,200 15,069 36 1,200

比 較 14 522 △ 417 0 △ 12 0 360

　（１）会計年度任用職員以外の職員

特別職 報　　酬 手　　当 計

9 14 （ 1 ） 351 47,242 104,206

9 14 （ 1 ） 351 47,396 104,515

0 0 （ 0 ） 0 △ 154 △ 309

（ ）内は再任用短時間勤務職員を外書

区 分
地 域
手 当

扶 養
手 当

期 末
手 当

管 理 職
手 当

特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手 当

管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手 当

休日勤務
手 当

児 童
手 当

特定任 期付
職員業績手当

手当の 補 正 後 2,384 1,776 12,319 1,200 15,057 36 1,560

内 訳 補 正 前 2,370 1,254 12,736 1,200 15,069 36 1,200

比 較 14 522 △ 417 0 △ 12 0 360

　（２）会計年度任用職員

報　　酬 手　　当 計

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）内はパートタイムの会計年度任用職員を外書

区 分
通 勤
手 当

期 末
手 当

特殊勤務
手 当

宿 日 直
手 当

夜間勤務
手 当

児 童
手 当

手当の 補 正 後

内 訳 補 正 前

比 較

任用する期間が１年の職員（１日単位で任用する職員を含まず。）

1年未満任用 任用する期間が１年未満の職員、及び１日単位で任用する職員　補　　正　　前

1年任用

任用する期間が１年の職員（１日単位で任用する職員を含まず。）

1年未満任用 任用する期間が１年未満の職員、及び１日単位で任用する職員　　補　　正　　後

（単位:千円）

 

合　　計 備　　　考

△ 1,850

130,005

（単位:千円）

区　　　　　分

130,005

131,855

給　与　費　明　細　書

１　総　括 （単位:千円）

区　　　　　分
職　員　数（人）

一　般　職
合　　計

給　　　与　　　費
備　　　考

給　　料
法定福利費

補　　正　　後 56,613 25,799

補　　正　　前 56,768 27,340

比　　　　　較 △ 155 △ 1,541

（単位:千円）

△ 1,850

通　勤
手　当

勤 勉
手 当

住 居
手 当

1,568 10,400 942

一　般　職 給　　料
合　　計

1,382 10,668 1,481

186 △ 268 △ 539
 

備　　　考
職　員　数（人） 給　　　与　　　費

法定福利費

補　　正　　後 56,613 25,799

補　　正　　前 56,768 27,340 131,855

比　　　　　較 △ 155 △ 1,541

通　勤
手　当

勤 勉
手 当

住 居
手 当

1,568 10,400 942

1,382 10,668 1,481

区　　　　　分
職　員　数（人） 給　　　与　　　費

法定福利費
一　般　職 給　　料

合計

186 △ 268 △ 539

（単位:千円）

1年任用

合計

1年任用

合計

比　　　　　較 1年未満任用 任用する期間が１年未満の職員、及び１日単位で任用する職員　

任用する期間が１年の職員（１日単位で任用する職員を含まず。）

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手 当

勤　勉
手　当

（単位:千円）
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２　給料及び手当の増減額の明細

△ 154

制度改正に伴う増減分

手　　　当

その他の増減分 職員の異動

その他の増減分 △ 154 職員の異動他

給　　　料

△ 155

給与改定に伴う増減分

△ 155

区　　分 増減額(千円) 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明増減事由別内訳(千円)

昇給に伴う増加分
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